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報 告 書 の 概 要 

１．一般状況 

（1）第 1 号被保険者のいる世帯数 

第 1 号被保険者のいる世帯数は、平成２４年度末現在（平成２５年 3 月末、以下同じ。）で２,２０６万世

帯となっている。前年度末現在（２,１３２万世帯）に比べ７４万世帯（３.５％）増となっている。 

 

（2）第 1 号被保険者数 

第 1 号被保険者数は、平成２４年度末現在で３,０９４万人となっている。そのうち、前期高齢者（65 歳

以上 75 歳未満）は１,５７４万人、後期高齢者（75 歳以上）は１,５２０万人で、第 1 号被保険者に占める

割合は、それぞれ５０.９％、４９.１％となっている。（１表） 

前年度末現在に比べ、前期高齢者６８万人（４.５％）増、後期高齢者４８万人（３.２％）増、計１１６万

人（３.９％）増となっている。 

 

 

（３）要介護（要支援）認定者数 

要介護（要支援）認定者（以下「認定者」という。）数は、平成２４年度末現在で５６１万人となってお

り、うち、第 1 号被保険者は５４６万人、第 2 号被保険者は１５万人である。（２表） 

前年度末現在に比べ、第 1 号被保険者は３１万人（６.０％）増、第 2 号被保険者は０.２万人（１.４％）

減となっている。 

認定を受けた第 1 号被保険者のうち、前期高齢者は６９万人、後期高齢者は４７７万人で、第 1 号被保険

者の認定者に占める割合は、それぞれ１２.６％、８７.４％となっている。 

認定者を要介護（要支援）状態区分別にみると、要支援１：７６万人、要支援２：７７万人、要介護１：

１０５万人、要介護２：９９万人、要介護３：７４万人、要介護４：６９万人、要介護５：６１万人となっ

ており、軽度（要支援１～要介護２）の認定者が約６３.５%を占めている。 

 

  

１表　第１号被保険者数の推移（年度末現在） （単位：千人）

平成

12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度

65～75歳未満 13,192 13,424 13,709 13,736 13,871 14,125 14,501 14,708 15,037 15,144 14,827 15,055 15,737

75歳以上 9,231 9,744 10,225 10,758 11,240 11,753 12,262 12,804 13,280 13,773 14,283 14,724 15,201

計 22,422 23,168 23,934 24,494 25,111 25,878 26,763 27,512 28,317 28,917 29,110 29,779 30,938

区　　分

２表　認定者数（年度末現在）
（単位：千人）

区　　　分 要 支 援 １ 要 支 援 ２ 要 介 護 １ 要 介 護 ２ 要 介 護 ３ 要 介 護 ４ 要 介 護 ５ 計

第1号被保険者 751 744 1,020 956 722 674 590 5,457

 　65歳～75歳未満 106 107 123 125 84 72 69 686

　 75歳以上 645 637 897 831 638 602 521 4,771

第2号被保険者 13 21 25 33 22 18 21 154

総　　　　数 764 766 1,046 989 743 692 611 5,611

構 成 比 13.6% 13.6% 18.6% 17.6% 13.2% 12.3% 10.9% 100.0%
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図１ 認定者数の推移（年度末現在） 

 
※東日本大震災の影響により、２２年度の数値には福島県内５町１村の数値は含まれていない。 

 

（４）第 1 号被保険者に占める認定者の割合 

第 1 号被保険者に占める認定者の割合（年度末現在）は、全国平均で１７.６％となっており、地域別には、

長崎県、和歌山県、徳島県などが高く、埼玉県、千葉県、茨城県などが低くなっている。（3 表、図２） 

 

 

  

３表　都道府県別 第１号被保険者に占める認定者の割合（年度末現在）

都道府県 認定者数
第１号被

保険者数

認定率

（％）
都道府県 認定者数

第１号被

保険者数

認定率

（％）
都道府県 認定者数

第１号被

保険者数

認定率

（％）

全　国 5,457 30,938 17.6 富山県 54 302 17.8 島根県 44 213 20.7

北海道 267 1,429 18.6 石川県 53 293 18.1 岡山県 103 509 20.3

青森県 70 369 18.9 福井県 37 207 17.6 広島県 143 721 19.8

岩手県 68 367 18.6 山梨県 34 221 15.6 山口県 79 423 18.8

宮城県 96 538 17.9 長野県 102 591 17.3 徳島県 46 217 21.0

秋田県 67 329 20.3 岐阜県 84 530 15.8 香川県 51 269 19.1

山形県 61 327 18.6 静岡県 143 947 15.1 愛媛県 82 397 20.6

福島県 96 513 18.6 愛知県 244 1,610 15.2 高知県 44 227 19.5

茨城県 103 711 14.5 三重県 87 471 18.4 福岡県 227 1,183 19.2

栃木県 73 468 15.5 滋賀県 52 308 16.7 佐賀県 42 214 19.5

群馬県 84 500 16.9 京都府 123 649 19.0 長崎県 86 383 22.3

埼玉県 219 1,600 13.7 大阪府 412 2,089 19.7 熊本県 97 481 20.2

千葉県 202 1,424 14.2 兵庫県 253 1,363 18.6 大分県 65 330 19.6

東京都 487 2,787 17.5 奈良県 61 358 16.9 宮崎県 55 305 18.0

神奈川県 309 1,962 15.7 和歌山県 62 284 21.8 鹿児島県 95 460 20.6

新潟県 120 644 18.6 鳥取県 31 159 19.8 沖縄県 48 253 18.9

（単位：千人）
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図２ 都道府県別 第１号被保険者に占める認定者の割合 

 

 

（５）居宅介護（介護予防）サービス受給者数 

居宅介護（介護予防）サービス受給者（以下「居宅サービス受給者」という。）数は、平成２４年度累計（※

平成２４年 3 月から平成２５年 2 月サービス分）で総数４,０５５万人（延人月。以下同じ。）、うち第 1 号

被保険者数は３,９３２万人、第 2 号被保険者数は１２４万人となっている。 

※介護保険制度のサービス給付（受給者数及び保険給付）は、３月から翌年２月を年度単位としている。（以下同じ。） 

ただし、２４年度から始まった地域密着型（介護予防）サービスの定期巡回・随時対応型訪問介護看護及び複合型サービス

に限っては、４月から翌年２月分としている。 

要介護（要支援）状態区分別では、要支援１：５０６万人、要支援２：６２７万人、要介護１：８７８万

人、要介護２：８６６万人、要介護３：５３８万人、要介護４：３７６万人、要介護５：２６４万人となっ

ており、要介護１の受給者数が２１.６%と最も多くなっており、軽度（要支援１～要介護２）の受給者が約

７０.９%を占めている。（４表、図 3） 

1 ヶ月あたり平均でみると、総数で３３８万人となり、前年度（３１９万人）に比べ１９万人（５.９％)

増となっている。（図４） 

 
※過年度の訂正請求等が年度中に発生したため、経過的要介護についても若干数の受給者が計上されている。 

４表　居宅サービス受給者数（年度累計） （単位：千人）

区　　分 要支援１ 要支援２
経過的
要介護

要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

第１号被保険者 4,980 6,099 0 8,564 8,338 5,194 3,630 2,512 39,317

第２号被保険者 76 169 0 213 325 188 133 132 1,237

総　　数 5,056 6,268 0 8,777 8,663 5,382 3,763 2,644 40,554

構　成　比 12.5% 15.5% 0.0% 21.6% 21.4% 13.3% 9.3% 6.5% 100.0%
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図 3 要介護（要支援）状態区分別 居宅サービス受給者数の割合（第１号被保険者、第２号被保険者別） 

 

 
 
 

 

図 4 居宅サービス受給者数の推移（１ヶ月平均） 

 
※東日本大震災の影響により、２２年度の数値には福島県内５町１村の数値は含まれていない。 

 

 

 

 

※ 
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（６）地域密着型（介護予防）サービス受給者数 

地域密着型（介護予防）サービス受給者（以下「地域密着型サービス受給者」という。）数は、平成２４年

度累計で総数３９３万人、うち第 1 号被保険者数は３８８万人、第 2 号被保険者数は５万人となっている。 

要介護（要支援）状態区分別では、要支援１：４万人、要支援２：６万人、要介護１：７０万人、要介護

２：９３万人、要介護３：１００万人、要介護４：７１万人、要介護５：４９万人となっており、要介護３

の受給者数が２５.５%と最も多く、軽度（要支援１～要介護２）の受給者が約４４.０%、重度（要介護３～

要介護５）の受給者が約５６.０%を占めている。（５表、図５） 

1 ヶ月あたり平均でみると、総数で３２.８万人となり、前年度（２９.５万人）に比べ３.３万人（1１.２％)

増となっている。（図６） 

 
 

 

図５ 要介護（要支援）状態区分別 地域密着型サービス受給者の割合（第１号被保険者、第２号被保険者別） 

 

 
 

  

５表　地域密着型サービス受給者数（年度累計） （単位：千人）

区　　分 要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

第１号被保険者 36 55 696 925 989 698 481 3,881

第２号被保険者 0 1 7 10 12 10 10 50

総　　数 36 56 703 935 1,002 708 492 3,931

構　成　比 0.9% 1.4% 17.9% 23.8% 25.5% 18.0% 12.5% 100.0%
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図６ 地域密着型サービス受給者数の推移（１ヶ月平均） 

 
※東日本大震災の影響により、２２年度の数値には福島県内５町１村の数値は含まれていない。 

 

 

（７）施設介護サービス受給者数 

施設介護サービス受給者（以下「施設サービス受給者」という。）数は、平成２４年度累計で総数１,０４９

万人となっている。（６表） 

要介護（要支援）状態区分別では、要介護１：５７万人、要介護２：１２２万人、要介護３：２１８万人、

要介護４：３１８万人、要介護５：３３４万人となっており、要介護５の受給者数が３１.９%と最も多く、

重度（要介護３～要介護５）の受給者が約８２.９%を占めている。（図７） 

1 ヶ月あたり平均でみると、介護老人福祉施設４７万人、介護老人保健施設３４万人、介護療養型医療施

設７万人、総数８７万人であり、前年度に比べ、介護老人福祉施設１.８万人（４.０％）増、介護老人保健施

設０.７万人（２.０％）増、介護療養型医療施設０.６万人（７.２％）減となっている。（図８） 

 

 

６表　施設サービス受給者数（年度累計） （単位：千人）

区　　分 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

介護老人福祉施設 167        478        1,142     1,826     1,981     5,593     

介護老人保健施設 390        725        973        1,095     856        4,039     

介護療養型医療施設 10           25           69           270        519        892        

総　　数 566        1,225     2,176     3,177     3,344     10,488   

構　成　比 5.4% 11.7% 20.7% 30.3% 31.9% 100.0% 

※　同一月に２施設以上でサービスを受けた場合、施設ごとにそれぞれ受給者数を１人と計上するが総数には１人と計

上しているため、３施設の合算と総計が一致しない。
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図７ 要介護状態区分別 施設サービス受給者の割合（総数） 

 

 

 

図８ 施設サービス受給者数の推移（１ヶ月平均） 

 
（注）１９年度からは、同一月に 2 施設以上で施設サービスを受けた場合、施設ごとにそれぞれ受給者数を 1 人と計上するが、

総数には 1 人と計上しているため 3 施設の合算と総計が一致しない。 

  ※東日本大震災の影響により、２２年度の数値には福島県内５町１村の数値は含まれていない。 

 

  

※ 
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２．保険給付（介護給付・予防給付） 

（1）総数 

保険給付関係の平成２４年度累計の総数は、件数 1 億３,２６８万件、単位数８,２２４億単位、費用額８兆

４,５４０億円、利用者負担を除いた給付費７兆６,５８４億円となっている。（７表） 

なお、高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費を含む費用額は、

８兆７,５７０億円となっている。 

給付費について内訳をみると、居宅介護（介護予防）サービス（以下「居宅サービス」という。）は４兆０,

８５３億円、地域密着型介護（介護予防）サービス（以下「地域密着型サービス」という。）は８,０２７億円、

施設介護サービス（以下「施設サービス」という。）は２兆７,７０４億円となっている。 
 

 

◎保険給付（介護給付・予防給付）総括表 

平成２４年度累計（平成２４年３月～平成２５年２月サービス分） 

  

７表　保険給付　介護給付・予防給付（総数）

件数

区分 要支援１ 要支援２
経過的

要介護
要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 計

居宅サービス 11,307 15,381 △ 0 23,318 26,108 17,583 13,492 10,845 118,035

地域密着型サービス 37 58 － 717 954 1,025 726 506 4,023

施設サービス 0 0 574 1,240 2,205 3,221 3,381 10,621

合　　計 11,344 15,439 △ 0 24,608 28,302 20,813 17,440 14,732 132,679

構 成 比 8.6% 11.6% 0.0% 18.5% 21.3% 15.7% 13.1% 11.1% 100.0%

単位数

居宅サービス 14,206 30,089 △ 0 75,566 95,784 84,163 71,541 61,034 432,383

地域密着型サービス 170 626 － 12,914 19,820 23,941 17,637 12,625 87,733

施設サービス 0 0 13,468 30,988 58,945 93,020 105,858 302,279

合　　計 14,377 30,715 △ 0 101,949 146,592 167,049 182,198 179,517 822,396

構 成 比 1.7% 3.7% 0.0% 12.4% 17.8% 20.3% 22.2% 21.8% 100.0%

費用額

居宅サービス 156,163 319,048 △ 1 784,915 992,327 869,178 738,796 629,673 4,490,099

地域密着型サービス 1,719 6,326 － 131,032 201,297 243,264 179,158 128,367 891,162

施設サービス 1 1 136,914 315,500 599,697 945,441 1,075,188 3,072,742

合　　計 157,883 325,374 △ 1 1,052,861 1,509,124 1,712,139 1,863,395 1,833,228 8,454,003

構 成 比 1.9% 3.8% 0.0% 12.5% 17.9% 20.3% 22.0% 21.7% 100.0%

給付費

居宅サービス 142,801 290,078 △ 1 717,067 903,763 790,376 670,510 570,705 4,085,299

地域密着型サービス 1,548 5,701 ー 118,037 181,317 219,109 161,351 115,672 802,735

施設サービス 1 1 123,451 284,488 540,637 852,257 969,546 2,770,379

合　　計 144,349 295,780 △ 1 958,556 1,369,568 1,550,122 1,684,117 1,655,923 7,658,414

構 成 比 1.9% 3.9% 0.0% 12.5% 17.9% 20.2% 22.0% 21.6% 100.0%

（注）高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

平成２４年度累計（平成２４年３月～平成２５年２月サービス分）

（単位：千件）

（単位：百万単位）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

区 分 給付費

居宅サービス 4,085,299             

地域密着型サービス 802,735                

施設サービス 2,770,379             

高額介護サービス費 147,836                

高額医療合算介護サービス費 19,146                  

特定入所者介護サービス費 302,951                

合 計 8,128,346             
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（２）都道府県別 居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス別の給付費割合 

保険給付について、各サービス別の給付費割合は、全国平均で、居宅サービス５３.３％、地域密着型サー

ビス１０.５％、施設サービス３６.２％となっている。（８表） 

 

 

 

（3）第１号被保険者１人あたり給付費 

第１号被保険者１人あたり給付費（総数）の全国平均は、居宅サービスでは１３２千円、地域密着型サービ

スでは２６千円、施設サービスでは９０千円、合計では２４８千円となっている。（９表） また、高額介護サ

ービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費を含む１人あたり給付費の全国平均は、

２６３千円となっている。 

都道府県別にみると、埼玉県の第１号被保険者１人あたり給付費は約１９万円となっているのに対して、

沖縄県では約３１万円となっており約１.６倍の格差が生じている。  

 

 

  

８表　都道府県別 居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービス別給付費割合 （単位：億円）

都道

府県

都道

府県

都道

府県

全　国 40,853 53.3% 8,027 10.5% 27,704 36.2% 富山県 372 44.2% 87 10.3% 383 45.5% 島根県 306 47.9% 89 13.9% 244 38.2%

北海道 1,469 43.9% 562 16.8% 1,317 39.3% 石川県 366 44.6% 120 14.6% 334 40.7% 岡山県 699 49.8% 218 15.5% 488 34.8%

青森県 561 51.4% 174 15.9% 356 32.7% 福井県 266 45.1% 73 12.3% 251 42.5% 広島県 1,037 52.9% 237 12.1% 685 35.0%

岩手県 463 48.0% 104 10.7% 398 41.2% 山梨県 303 54.6% 54 9.8% 198 35.6% 山口県 514 48.3% 125 11.7% 425 40.0%

宮城県 740 53.9% 145 10.6% 487 35.5% 長野県 840 53.5% 147 9.4% 582 37.1% 徳島県 294 45.5% 80 12.3% 273 42.2%

秋田県 499 52.1% 102 10.7% 356 37.2% 岐阜県 641 51.2% 156 12.5% 455 36.3% 香川県 382 52.4% 76 10.4% 271 37.2%

山形県 434 48.8% 113 12.7% 343 38.6% 静岡県 1,119 50.2% 246 11.0% 865 38.8% 愛媛県 583 50.6% 187 16.3% 382 33.2%

福島県 671 50.5% 143 10.8% 515 38.7% 愛知県 1,997 56.5% 330 9.3% 1,209 34.2% 高知県 263 42.5% 86 13.9% 270 43.6%

茨城県 726 47.2% 164 10.7% 649 42.1% 三重県 667 54.7% 109 8.9% 444 36.4% 福岡県 1,604 51.6% 369 11.9% 1,137 36.6%

栃木県 540 51.9% 110 10.6% 391 37.6% 滋賀県 413 55.8% 87 11.8% 240 32.4% 佐賀県 307 50.0% 81 13.2% 225 36.7%

群馬県 647 51.9% 138 11.1% 462 37.0% 京都府 852 51.4% 138 8.3% 667 40.2% 長崎県 559 49.8% 190 17.0% 372 33.2%

埼玉県 1,676 54.8% 222 7.3% 1,158 37.9% 大阪府 3,292 62.9% 392 7.5% 1,552 29.6% 熊本県 647 48.1% 160 11.9% 539 40.1%

千葉県 1,620 57.1% 237 8.3% 982 34.6% 兵庫県 1,890 56.7% 280 8.4% 1,164 34.9% 大分県 489 54.4% 87 9.6% 324 36.0%

東京都 4,141 61.4% 421 6.2% 2,182 32.4% 奈良県 443 54.9% 61 7.5% 303 37.6% 宮崎県 447 54.0% 88 10.6% 293 35.4%

神奈川県 2,445 55.6% 435 9.9% 1,514 34.5% 和歌山県 471 56.8% 73 8.9% 285 34.4% 鹿児島県 577 44.3% 212 16.2% 515 39.5%

新潟県 893 48.3% 202 10.9% 756 40.9% 鳥取県 227 46.9% 62 12.8% 194 40.3% 沖縄県 460 58.6% 57 7.2% 269 34.2%

（注）高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

居宅

サービス

施設

サービス

居宅

サービス

施設

サービス

地域密着型

サービス

地域密着型

サービス

地域密着型

サービス

居宅

サービス

施設

サービス

９表　都道府県別 第１号被保険者１人あたり給付費
都道

府県

居宅

サービス

地域密着型

サービス

施設

サービス
合　計

都道

府県

居宅

サービス

地域密着型

サービス

施設

サービス
合　計

都道

府県

居宅

サービス

地域密着型

サービス

施設

サービス
合　計

全　国 132.0 25.9 89.5 247.5 富山県 123.3 28.8 126.8 278.9 島根県 143.5 41.7 114.3 299.6

北海道 102.8 39.3 92.1 234.2 石川県 125.1 41.0 114.2 280.2 岡山県 137.3 42.7 95.9 276.0

青森県 151.9 47.1 96.5 295.5 福井県 128.5 35.0 121.0 284.6 広島県 143.8 32.9 94.9 271.6

岩手県 126.3 28.2 108.4 263.0 山梨県 136.9 24.5 89.3 250.7 山口県 121.5 29.5 100.5 251.6

宮城県 137.5 27.0 90.6 255.1 長野県 142.1 24.9 98.4 265.4 徳島県 135.4 36.7 125.7 297.9

秋田県 151.8 31.1 108.4 291.2 岐阜県 120.9 29.5 85.8 236.2 香川県 141.9 28.1 100.8 270.8

山形県 132.7 34.5 104.9 272.1 静岡県 118.1 26.0 91.4 235.5 愛媛県 146.6 47.1 96.3 290.1

福島県 130.9 27.9 100.4 259.2 愛知県 124.0 20.5 75.1 219.6 高知県 116.0 37.8 119.1 272.8

茨城県 102.2 23.1 91.3 216.5 三重県 141.5 23.1 94.1 258.7 福岡県 135.6 31.2 96.1 263.0

栃木県 115.5 23.5 83.7 222.6 滋賀県 134.0 28.3 77.8 240.1 佐賀県 143.4 38.0 105.3 286.7

群馬県 129.3 27.6 92.3 249.2 京都府 131.3 21.3 102.8 255.4 長崎県 145.7 49.6 97.0 292.2

埼玉県 104.7 13.9 72.3 190.9 大阪府 157.6 18.8 74.3 250.7 熊本県 134.5 33.2 112.2 279.9

千葉県 113.8 16.6 68.9 199.3 兵庫県 138.7 20.5 85.4 244.6 大分県 148.0 26.2 98.0 272.2

東京都 148.6 15.1 78.3 241.9 奈良県 123.6 17.0 84.6 225.1 宮崎県 146.7 28.7 96.2 271.6

神奈川県 124.6 22.2 77.2 224.0 和歌山県 165.8 25.9 100.4 292.0 鹿児島県 125.6 46.0 111.9 283.5

新潟県 138.8 31.3 117.5 287.7 鳥取県 142.6 38.9 122.3 303.7 沖縄県 181.9 22.5 106.3 310.6

（注）高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。

（単位：千円）
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図９ 第１号被保険者１人あたり給付費 

 

 

 

図１０ 第１号被保険者１人あたり給付費 
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（４）第１号被保険者分 

第１号被保険者分の保険給付関係は、件数１億２,８５４万件、単位数８,０２８億単位、費用額８兆２,５１

２億円、給付費７兆４,７４２億円となっている。 

※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。 

 

（５）第２号被保険者分 

第 2 号被保険者分の保険給付関係は、件数４１４万件、単位数１９６億単位、費用額２,０２８億円、給付

費１,８４２億円となっている。 

※高額介護サービス費、高額医療合算介護サービス費、特定入所者介護サービス費は含まない。 

 

（６）高額介護（介護予防）サービス費  

高額介護（介護予防）サービス費の累計は件数１,４３６万件、給付費１,４７８億円となっている。  

 

（７）高額医療合算介護（介護予防）サービス費 

高額医療合算介護（介護予防）サービス費の累計は件数７０万件、給付費１９１億円となっている。 

 

（８）特定入所者介護（介護予防）サービス費 

特定入所者介護（介護予防）サービス費の累計は、給付費３,０３０億円となっている。 

 

（９）市町村特別給付  

市町村特別給付の累計は件数５５万件、費用額２０億円、給付費１８億円となっている。 

  



16 

 

３．第１号被保険者の保険料収納状況 

平成２４年度の保険料収納状況は、調定額１兆７,６８２億円、収納額１兆７,４１１億円、収納率９８.５％

となっている。（10 表） 

なお、特別徴収の収納額累計は１兆５,５９９億円、収納率１００.０％、普通徴収の収納額累計は１,８

１１億円、収納率８７.０％となっている。 

 

  

10表　都道府県別保険料収納状況（現年度分）
（単位：百万円）

都道府県 調定額 収納額 収納率 都道府県 調定額 収納額 収納率 都道府県 調定額 収納額 収納率

全　国 1,768,233 1,741,062 98.5% 富山県 20,121 19,935 99.1% 島根県 12,988 12,886 99.2%

北海道 71,825 70,863 98.7% 石川県 19,032 18,798 98.8% 岡山県 30,772 30,420 98.9%

青森県 21,707 21,339 98.3% 福井県 12,981 12,786 98.5% 広島県 45,357 44,856 98.9%

岩手県 19,468 19,283 99.0% 山梨県 12,617 12,418 98.4% 山口県 23,888 23,621 98.9%

宮城県 27,073 26,663 98.5% 長野県 34,753 34,451 99.1% 徳島県 12,596 12,408 98.5%

秋田県 19,165 18,940 98.8% 岐阜県 29,671 29,313 98.8% 香川県 16,093 15,898 98.8%

山形県 18,134 17,966 99.1% 静岡県 54,212 53,509 98.7% 愛媛県 23,582 23,291 98.8%

福島県 24,587 24,284 98.8% 愛知県 91,554 90,576 98.9% 高知県 12,138 11,931 98.3%

茨城県 37,238 36,578 98.2% 三重県 29,095 28,720 98.7% 福岡県 69,144 67,949 98.3%

栃木県 23,741 23,340 98.3% 滋賀県 17,557 17,400 99.1% 佐賀県 12,513 12,346 98.7%

群馬県 28,375 28,007 98.7% 京都府 39,563 39,002 98.6% 長崎県 22,422 22,112 98.6%

埼玉県 85,949 84,392 98.2% 大阪府 122,672 120,093 97.9% 熊本県 26,861 26,460 98.5%

千葉県 75,193 73,633 97.9% 兵庫県 77,973 76,872 98.6% 大分県 19,015 18,719 98.4%

東京都 167,207 163,402 97.7% 奈良県 19,116 18,875 98.7% 宮崎県 16,845 16,570 98.4%

神奈川県 113,572 111,911 98.5% 和歌山県 17,091 16,846 98.6% 鹿児島県 23,864 23,511 98.5%

新潟県 42,732 42,421 99.3% 鳥取県 10,005 9,884 98.8% 沖縄県 16,175 15,587 96.4%
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４．介護保険特別会計経理状況 

平成２４年度の保険者における介護保険特別会計（介護保険事業勘定）について、歳入合計８兆７,８７５

億円、歳出合計８兆６,５４５億円、差引残額１,３２９億円となっている。（11 表） 

この差引残額のうち、国庫支出金精算額等を精算した後では８５７億円となる。 

また、平成２４年度末現在で介護給付費準備基金の保有額は３,１２３億円（１,５０３保険者）となっ

ている。 

 

  

１１表　介護保険特別会計経理状況（保険事業勘定・全国計）
（単位:百万円）

決 算 額 決 算 額

保険料 1,749,757 総務費 204,853

分担金及び負担金 3,885 保険給付費 8,139,266

使用料及び手数料 602 171,049

国庫支出金 1,945,755 財政安定化基金拠出金 －

介護給付費負担金（再掲） 1,468,627 相互財政安定化事業負担金 －

調整交付金（再掲） 409,297 保健福祉事業費 699

地域支援事業交付金（再掲） 62,478 基金積立金 78,040

支払基金交付金 2,393,873 公債費 4,365

介護給付費交付金（再掲） 2,377,407 予備費 －

地域支援事業支援交付金（再掲） 16,466 諸支出金 56,256

都道府県支出金 1,284,539

都道府県負担金（再掲） 1,195,622

地域支援事業交付金（再掲） 31,119

相互財政安定化事業交付金 －

財産収入 369

寄附金 7

繰入金 1,305,354

一般会計繰入金12.5%（再掲） 1,014,534

総務費に係る一般会計繰入金（再掲） 206,983

介護給付費準備基金繰入金（再掲） 44,847

地域支援事業繰入金（再掲） 31,693

繰越金 94,914

市町村債 1,357

諸収入 7,063

合　　　　計 8,787,477 合　　　　計 8,654,528

歳入歳出差引残額（Ａ） 132,948

国庫支出金精算額等（Ｂ） 47,261

85,688 312,270

※数値は単位未満四捨五入のため、合計が一致しない場合がある。

歳 入 歳 出

国庫支出金精算額等差引額（Ａ-Ｂ） 介護給付費準備基金（年度末現在）

地域支援事業費

科 目 科 目
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（参考）

科　　　　目 内　　　　容

保険料 第１号被保険者から徴収した保険料

分担金及び負担金 介護認定審査会共同設置等の場合の負担金等

使用料及び手数料 保険料の督促手数料等

国庫支出金 介護保険事業の執行に必要な国の負担金等

介護給付費負担金 介護給付及び予防給付に要する国の負担金

調整交付金 介護保険の財政調整のために交付する国の交付金

地域支援事業交付金 地域支援事業に要する国の交付金

支払基金交付金 支払基金からの交付金

介護給付費交付金 介護給付・予防給付に要する支払基金からの交付金

地域支援事業支援交付金 地域支援事業に要する支払基金からの交付金

歳 都道府県支出金 介護保険事業の執行に必要な都道府県の負担金等

都道府県負担金 介護給付及び予防給付に要する都道府県の負担金

地域支援事業交付金 地域支援事業に要する都道府県の交付金

相互財政安定化事業交付金 市町村相互財政安定化事業における交付金

財産収入 財産運用収入及び財産売却収入等

入 寄附金 寄附金

繰入金 他会計や基金からの繰入金

一般会計繰入金12.5% 介護給付及び予防給付に要する市町村の負担金

総務費に係る一般会計繰入金 介護保険事業の執行に必要な事務費、人件費等の一般会計からの繰入金

介護給付費準備基金繰入金 中期財政運用期間中の余剰金を積み立てる準備基金の取り崩しによる繰入金

地域支援事業繰入金 地域支援事業に要する市町村の負担金

繰越金 前年度の余剰金

市町村債 財政安定化基金等からの借入金等

諸収入 延滞金、加算金、過料等

総務費 介護保険事業の執行に必要な事務費、人件費等

保険給付費
保険給付、予防給付、高額介護サービス、高額医療合算介護サービス費、

特定入所者介護サービス費、市町村特別給付に要する費用等

財政安定化基金拠出金 財政安定化基金に係る拠出金

歳 相互財政安定化事業負担金 市町村相互財政安定化事業における負担金

保健福祉事業費 保健福祉事業に要する費用

基金積立金 介護給付費準備基金等への積立金

出 公債費 借入金の返還金等

予備費 予備費

諸支出金 他会計への繰出金、還付加算金等

　介護保険特別会計（保険事業勘定）の科目の説明


